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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，社会安全・安心面についての自治体評価を行

う際に用いる指標策定，および当該指標を用いた自治体評価と自治体の ICT活用との
関係を分析し，アウトカム（成果）の観点に基づいた自治体のパフォーマンス測定の

新しい分析モデルを提示することである．成果として，住民の安全（観）・安心（感）

に基づいた自治体評価指標を作成し，ICT 施策の実施状況と安全・安心面に関する住
民の自治体評価との関係をモデル化した． 
 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of our study is to develop an index for a 
municipality to evaluate social safety and social security, as well as to construct an 
analytic model with a new performance measure base on the viewpoint of the 
outcome. To achieve this, we formed the municipality evaluation index based on 
resident's prioritising of social safety and social security, and constructed the 
relational model of the municipality evaluation and the execution of the ICT policy. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）社会的背景 

社会の安全・安心確保に関する住民の関心が

高まっている．公的空間など社会の安泰を一
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種の財と考えた時，それは典型的な公共財と

なり自治体に大きく頼ることになる．自治体

のできることが財政的に限られているなか

では，社会安全・安心分野においても，自治

体は自らの強みを見いだし資源を集中し，他

者との差異化を図る必要に迫られる．このと

き適切な指標により自治体の現状がさまざ

まな角度から評価されれば，住民は自己の価

値観と自治体の政策の方向性や実現性とを

比較勘案し，自治体を選択し住むことが理論

的に可能となる．安全・安心の確保は，自治

体が打ち出す差異化のポイントとして，また

住民が自治体を選択する際の評価項目とし

て重要なもののひとつである． 
（２）学術的背景 
自治体内部の情報化や電子自治体の評価と

いった観点では，本研究の研究分担者である

島田達巳，久保貞也らの研究があり，また自

治体が主導して進める社会安全・安心分野の

情報システム，人的システム，制度システム

の複合的システムとして社会安全システム

に関する個別の運用・制度について，本研究

の前研究代表者である中野潔らにより詳細

な分析が行われてきた．これらの研究による

と，自治体の ICT活用は確かに進んでいるも
のの，電子会議システムといった政策形成手

段としての IT 化の分野のようにシステム活
用による効果の即時性が薄いものや，防犯シ

ステムといった社会リスク回避手段として

の IT 化の分野のように効果検証に時間を要
するものなど，自治体における IT 投資効果
の測定は企業のそれとに比べ困難であるこ

とが指摘されている． 
 
２．研究の目的 
本研究本研究の目的は，安全・安心面からの

自治体評価という観点を取り入れることに

より，時代の要請にあった自治体評価の新し

い視点を提示することにある．そして ICTの

活用に関する既知及び新規の知見をそれに

組合せ，アウトカム（成果）として住民の安

全（観）と安心（感）の観点に基づいた，自

治体のパフォーマンス測定の新しい分析モ

デルを明示することである．そこで本研究は

以下のように進める． 
（１）ステップ１：自治体の安全・安心に関

する取り組みと関連 IT施策に関する調査 
（２）ステップ２：安全・安心に関する自治

体評価指標の作成 
（３）ステップ３：自治体の ICT施策と自治
体評価との関係モデルの構築 
 
３．研究の方法 
（１）安全・安心に関する自治体の取り組み

とその背景を明らかにするために，まず関西

圏の自治体を対象として，災害・犯罪発生率

等について公的統計データを用いた調査と

過去１０年間の新聞紙面上で取り上げられ

た災害・犯罪事件及びキーワード数について

ライブラリーデーターベースを用いた調査

を行った．また安全・安心分野における自治

体の IT施策を調査するために，日本，英国，
米国における先進自治体及び関係者へのイ

ンタビュー調査を実施した． 
（２）安全・安心に関する自治体の評価指標

を作成するために，関西在住住民を対象とし

たインターネットを用いた行政サービスに

関する意識調査（2009年 2月，n=3,000，財
団法人関西情報・産業活性化センターと前研

究代表者中野潔との共同調査）により得られ

たデータをもとに，地域に対する住民の安

全・安心評価と自治体施策・事業及び住民属

性との関連について分析を行った． 
（３）自治体の ICT活用と自治体評価との関
係モデルを構築するために，（２）の結果を

ふまえて，コレスポンデンス分析及び多変量

解析を実施し，各自治体による ICT活用と住
民による自治体評価との関係を定性的及び



定量的にあらわすモデルを構築した． 

 
４．研究成果 

（１）住民の安全（観）・安心（感）に基づ

いた自治体評価指標を作成 
調査より住民が地域の安全・安心を評価する

際，犯罪や自己の発生件数や住環境，地域の

活気などの要因をもとに主観的且つ複合的

に評価していることが明らかとなった．そこ

で０９年に実施した住民意識調査のなかで

治安意識や住み心地，他者への信頼感など住

民の安全（観）・安心（感）について問う計

１４の設問への回答データに主成分分析を

行い，安全・安心面に関する住民のこれらの

価値観を総合化した評価指標を作成した．そ

の結果，「居住地の安全性」「居住地の住み心

地」「ゴミ出しのマナー」「交通事故に対する

個人認知」「居住地の活気具合」の設問項目

から構成される第１主成分が抽出した．この

第一主成分を安全・安心面において自治体を

評価する際に用いる総合評価指標とした．

（表１） 

 
表２ 主成分分析の結果 

主成分得点 
  

第１主成分 第２主成分 

居住地安全性 .666   

住み心地 .638   

ゴミ出マナー .617   

交通事故 .533  

居住地活気 .529  

親戚付合い   .715 

友人付合い  .712 

近所付合い  .601 

 
（２）自治体 ICT施策と地域の安全・安心に
関する住民認知モデル 
作成した総合評価指標による自治体評価の

結果と在住地域における安全・安心確保のた

めの自治体の ICT 施策に対する住民認知と
の関係を可視化するため，自治体評価（第１

主成分得点）データと施策実施データを用い

てコレスポンデンス分析を行い，住民の安全

（観）・安心（感）と自治体施策の関係を表

すメンタルモデルを作図した．（図１）その

結果，地域に対する安全・安心評価が高い回

答者層近くには「A4:防災情報システム」「A5:
防犯情報システム」「A9:地理情報システム」
「A8:自治体 SNS」がプロットされ，安全・
安心評価が低い回答者層近くには「B1:商店
街・繁華街の監視カメラ」「B2:運動場・公園
の防犯カメラ」がプロットされた． 
コレスポンデンス分析では，各項目間（ここ

では，監視・防犯カメラと自治体評価）の因

果関係や結びつきの強さを明らかにするこ

とはできない．そのため本研究では，安全・

安心施策として整備されている「監視・防犯

カメラ」の住民心理（安全観・安心感の充足）

面での効果検証を今後の課題のひとつとす

る． 

 

 
図１:安全安心関連施策と総合評価 

のメンタルモデルマップ 

A1~12:回答者の在住自治体が実施する IT施策 

B1~10:全国自治体が実施する安全・安心分野の ICT 施

策 



 
（３）安全・安心に関する施策と自治体評価

のモデル式の構築 
自治体評価と在住地域における安全・安心関

連施策及び住民属性との関係を表すモデル

を構築するため，自治体評価（第１主成分得

点）データを目的変数とする重回帰分析を行

い，モデル式を得た．（式１）この式より，

住民の安全（観）・安心（感）に基づく自治

体の評価には，安全・安心分野の施策のなか

でも「B5:GPS を利用した児童・高齢者の見
守りシステム」「A8:自治体 SNS」の実施に関
する住民の認知が影響し，また評価対象とし

た在住地域において将来における在住意思

が弱い（地域への愛着度の低い）住民ほど，

自治体の安全・安心面について否定的な評価

がなされることが明らかとなった． 

  
CE=0.298+0.363*Lw+0.107*A7+0.128*B5
+0.109*S+0.106・・・（式１） 
CE : 自治体総合評価得点 
Lw : 在住意思（2点尺度評価） 
A7 : 公共施設予約システム 
B5 : GPSを利用した児童・高齢者の安全見守
りシステム 
S : 性別 
A8 : 自治体 SNS 
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